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１ 背景 

1-1 はじめに 

この中間とりまとめは、広域連携のハード・ソフト対策について、「兵庫

県水道事業のあり方懇話会」の提言をもとに、地域別協議会等で議論を行

った結果をとりまとめたものである。 

広域連携を推進するための実現可能な短期的取組みを工程とともに示し

ており、今後、策定する「基盤強化計画」の一部となることを想定してい

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図１ 水道広域化に関する計画相関図 

絞り込み
具体化

短期計画反映

水道広域化に関する計画相関図

兵庫県水道事業のあり方に関する報告書
（平成30年3月策定）

●水道事業等の現状
●広域連携の推進方針 など

兵庫県水道事業連携実施計画
（今回策定するもの）
●短期的に実現可能な
広域連携メニュー

※基盤強化計画策定までの短期的広域連
携施策を推進するための県独自の取組み

水道基盤強化計画 （今後策定予定）
●水道事業等の現状
●適切な資産管理、広域連携、官民連携などの方策
●上記うち広域連携は適切な区域、期間を設定（１５年以上）
※改正水道法に基づく計画
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1-2 水道事業の課題 

水道事業は、住民の日常生

活に直結し、その健康を守る

ために欠くことのできないラ

イフラインである。 

しかしながら、水道事業に

ついては、人口減少や節水意

識の高まりから使用量の減少

が継続し、料金収入の減少等

が経営を悪化させる状況にあ

る。 

また、施設等の老朽化に伴う

大量更新時期の到来や耐震化に

よるコスト増等経営環境の悪化が予想される。 

更には、技術者の高齢化・減少により技術の継承も問題となっている。 

 

 

 

  

図 1(厚生労働省 HPより) 

図３ 管路の老朽管率の推移 出典「あり方懇話会」資料 

図４ 県内市町水道事業に従事する職員数の推移 
   出典「あり方懇話会」資料 

図２ 兵庫県人口の推移  出典 「あり方懇話会」資料 

課題 
●収入の減少 
●施設の老朽化 
●人員の高齢化・減少 
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1-3 兵庫県の地理的状況及び水道事業の状況 

兵庫県は、北縁を日本海に、南縁を瀬戸

内海に接し、南北約 170km、東西 110km、

面積 8,400 平方キロメートルである。県

域のおおよそ 8 割以上を山地が占めてい

る。 

県内には 29 市 12 町に 41 水道事業体

（2 用水供給事業体含む）が存在し、543

万人の県民に水道用水を供給している。 

阪神から東播磨の区域に県内人口の約

４分の３が集中しており、水需要が偏在

している。また、山地地形が水源の広域

利用を困難にするとともに、高低差等に

よる送水コスト増等水道経営や広域連携

等の阻害要因となっている。 

  
1-4 「兵庫県水道事業のあり方懇話会」 

兵庫県では、県内事業体の提案を契機に平成 28 年度に県内水道事業体が

抱える人口減少等に伴う経営状況の変化、施設の計画的更新・耐震化への

対応、専門人材の確保・育成等の対応方策等について、広く検討するた

め、学識経験者や

市町長、水道事業

者等で構成する懇

話会を立ち上げ、

平成 30 年 3 月に

「兵庫県水道事業

のあり方に関する

報告書」をとりま

とめた。 

これは、平成 30

年の水道法改正

後、兵庫県の「水

道広域化推進プラ

ン」として位置づ

けられた。 

 

  
 
 
 

地域特性に即した対応方策の実現に向けて、各市町は抽出した検討課題に係る継続的な 

議論を行うとともに、実現可能なものから実施することによって課題解決を図ること。 

また、県営水道においては、受水団体等との協議を進め、垂直連携の視点から広域連携 

に取り組むこと。 

 

1 各ブロックにおける個別の検討課題 

地域特性(水源、地勢、文化圏など)や既存の枠組みに基づき県内を 9 ブロックに 

区分の上、地域別の検討の方向性を議論し、具体的な広域連携手法を抽出した。 

なお、検討課題が多岐にわたることから、その抽出にあたっては、ハード面の連携 

方策、ソフト面の連携方策に区分して整理した。 

 (1) ハード面の連携方策…資料 2/3 

市町城を越えた施設の統廃合、管路の相互 

接続などが検討可能な具体的な施設等を抽出 

するもの。施設や管路の更新時期を見据えた 

検討が必要。 

なお、取組の前提として、各ブロックが広 

域連携で達成すべき目的を明確化した。 

 

 

 

 

 

 
 

提言 1:地域特性に即した対応方策 (広域連携等)の検討。実施・実施 

目的：①上流域から下流域への給水による 

合理化 

②既存水源の有効活用 

③重複投資の回避 など 

図６ 出典 「あり方懇話会」資料 

図５ 出典 国土地理院 
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1-5 水道法改正（広域連携関連） 

平成 30 年 12 月に成立した水道法の一部改正においては、水道の基盤強

化が目的に追加されその水道基盤強化方針が強く押し出されている。ま

た、その手段として、広域連携、官民連携等が提唱されている。 

改正法における広域連携にかかる部分では、 

①都道府県は、市町村を超えた広域的な見地から広域連携の推進役とし

ての責務が位置付けられており、広域連携における都道府県の積極的

な関与が期待されている。また、水道基盤強化計画を策定し、実施す

るよう努めなければならない。 

②市町村は、その区域の自然的社会的諸条件に応じて、その区域内にお

ける水道事業者等の間の連携等の推進その他の水道の基盤の強化に関

する施策を策定し、及びこれを実施するよう努めなければならない。 

③都道府県の区域全体の水道基盤強化を図る観点から、広域連携に当っ

ては、経営に関する専門知識や高い技術力等を有する区域内の水道事

業者等が中核となって、他の水道事業者等に対する技術的な援助や人

材の確保及び育成等の協力を求めその区域内の水道の基盤を強化する

取組を推進することが期待されている。 

 

２ 水道事業連携実施計画策定 

2-1 「兵庫県水道事業のあり方懇話会」の結果（提言） 

平成 28 年度から 29 年度にかけて実施された「兵庫県水道事業のあり方

懇話会」では次の前提のもと 

 

 

 

 

 

 

 

以下の３つの提言を柱とし、県内を地域特性等により複数のブロックに

分割し、各地域ブロック内に置かれる地域別協議会において、ハード・ソ

フトの両面での広域連携を検討・実施することとしている。 

  

広域連携は、公民連携などを含む水道事業の課題解決ための手段の一

手段にすぎず、「水道事業を取り巻く諸課題に対して、まずは各事業体

が経営戦略の策定を通じて、例えば、料金改定、施設のダウンサイジン

グ、公民連携の推進をはじめとした徹底した経営合理化に取り組まな

ければならない。その上で、同一の課題を共有する事業体間の広域連携

も、その対応方策として有効な選択肢の一つであると考えられる」 
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提言１：地域特性に即した対応方策（広域連携等）の検討・実施 

地域特性に即した対応方策の実現に向けて、各市町は抽出した検討課題に係

る継続的な議論を行うとともに、実現可能なものから実施することによって課

題解決を図ること。 

また、県営水道においては、受水団体等との協議を進め、垂直連携の視点か

ら広域連携に取り組むこと。 

ただし、広域連携は経営合理化の手法の一つであり目的ではないため、広域

連携のほか、公民連携等の様々な手法がある中から適切なものを選択、あるい

は複数の手法の組み合わせを検討する必要がある。 

 

 

 

提言２：不足する専門職員の確保・育成に向けた仕組みづくり 

「（公財）兵庫県まちづくり技術センター」を核とし、大規模水道事業体等の

連携・協力、民間等の活用も含めた「オール兵庫」による技術支援の仕組みづ

くりを行うこと。 

 

 

 

提言３：国に対する財政措置･制度改正の要請・提案 

事業体及び地域としての取組や経営の維持に必要となる財政措置や制度改正

を継続して国に要請・提案すること。 

（詳細図 6～8参照） 
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6  

図７ 出典 「あり方懇話会」資料 
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7 

図８ 出典 「あり方懇話会」資料 
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8 

図９ 出典 「あり方懇話会」資料 
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2-2 あり方懇話会後の連携計画策定等に関するこれまでの取組み 

2-2-1 地域ブロック会議（連携計画策定） 

「兵庫県水道事業のあり方懇話会」の提言に基づき、平成 30 年度より

令和 3年度まで広域連携の具体化の議論が行われた。当初は 9つの地域

ブロック毎での議論を予定していたが、施策等の調整の結果、8地域ブロ

ックに変更し以下のようなプロセスで議論が進められた。 

●年２回の全体会議（県全体の方針・意思決定） 

●年２回のブロック毎の地域協議会（地域ブロックの方針・意思決定） 

●必要に応じ担当者でのワーキング会議（事務レベルでの施策の検討） 

 

2-2-2 事業体の基盤強化の支援 

広域連携の議論と平行し、県内各水道事業体は経営基盤強化のため、

アセット計画及び経営戦略の整備等を以下の県による伴走型支援体制で

行っている。 

アクアーラ（伴走型支援） 

水道事業の基盤強化に向け、「水道事業のたすきをつなぐ」ことを

計画的に取り組むため、県職員が、県内事業体と課題を共有し、カ

ウンターパート方式で寄り添う伴走型支援「アクアーラ」を実施

し、アセットマネジメントと経営戦略の質の向上に取り組んでい

る。 

※アクアーラ：Aqua（ラテン語で「水」）と Ala（ラテン語で翼」）からの造語 

 

 

 

①アセットマネジメントの質の向上 

アセットマネジメントの質の向上平成２１年度にアセットマネジメン

トに関する手引きが公表されて以来、 全国的に取組が進み、実施率は

70％を超えた。しかしながら、アセットマネジメントの結果を活用して

いる事業体は全体の約１割程度と、せっかく実施しても事業運営に活か

すことができていないのが現状である。 

水道法の改正により 

・水道施設台帳の整備が義務化 

・水道施設の計画的な更新が努力義務化 

・長期収支見通しの作成と公表が努力義務化 
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これを契機としてレベルアップをはかり、令和５年度末までに県内事業

体が「アセットマネジメント３Ｃ（標準レベル）達成」を目指す。 

 

②経営戦略の質の向上 

経営戦略については、令和３年度末時点で事業を実施する全団体が策

定済みとなっている。策定した経営戦略については、「経営戦略策定・

改定ガイドライン」において、３年から５年内の見直しを行うことが重

要とされており、この期間で改定することが要請されている。 

また、経営戦略の見直しにあたっては、特に、以下の事項を投資・財

政計画に盛り込むことが持続可能なサービスの提供に不可欠とされてお

り、より質の高い経営戦略となるよう積極的な取組みが求められてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

【投資・財政計画に盛り込む事項】 

① 今後の人口減少等を加味した料金収入の的確な反映  

② 減価償却率や耐用年数等に基づく施設の老朽化を踏まえた将来

における所要の更新費用の的確な反映  

③ 物価上昇等を反映した維持管理費、委託費、動力費等の上昇傾

向等の的確な反映  

④  ①②③等を反映した上での収支を維持する上で必要となる経営

改革（料金改定、広域化、民間活用・効率化、事業廃止等）の

検討   
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2-3 広域連携の全県的取組み 

2-3-1 技術支援 

①（公財）兵庫県まちづくり技術センターによる全県的技術支援 

「あり方懇話会」の提言の１つである「不足する専門職員の確保・育

成に向けた仕組みづくり」として、市町への技術支援を強化するため、

平成 30 年度に（公財）兵庫県まちづくり技術センターに新たに水道部門

を設置した。 

センターの支援体制は、水道事業に関する専門的

な知識と経験を有する兵庫県や県内水道事業体の職

員等で構成している。 

主な支援業務は以下のとおりである。 

1. 老朽施設の改築、施設の統廃合支援 

（計画・設計・積算・工事監理） 

2. 市町水道職員向けの専門分野別研修 

3. 広域連携にかかる技術助言（市町を跨ぐ連絡管の整備検討な

ど） 

                         

②「ワンストップ相談窓口」 

各水道事業体が気軽に相談や意見交換ができる環境づくりと課題解決

を図るため、兵庫県と神戸市水道局が県市連携により「ワンストップ相

談窓口」を令和 3年度に開設した。 

「ワンストップ相談窓口」は、兵庫県と神戸市がそれぞれの強みを活

かした支援を行い、各水道事業体が気軽に相談や意見交換ができる環境

づくりと課題解決を図るために創設したものである。受付窓口について

は、神戸市水道局から水道事業の受託を行っている(一財)神戸市水道サ

ービス公社が担い、大規模水道事業者などで構成されるサポートグルー

プと連携し、各々の知識・経験やノウハウ、事例も参考にしながら対応

している。また、案件によってはサポートグループが現地に出向くなど

の個別支援も行う仕組みとしている。 

図 11 主な改築・統廃合支援業務の実績 

図 10 専門分野別研修（水道）2021.12.9 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和3年度

支援市町：１町２団体 支援市町：３市３町３団体 支援市町：２市２町３団体 支援市町：２市２町３団体

【設計支援】 【計画支援】 【設計支援】 【設計支援】
　・配水池更新及びポンプ室移設 　・管路更新計画作成 　・水道施設受変電設備更新 　・水道施設受変電設備更新

　・水道ビジョン策定 　・配水池耐震補強 　・配水池耐震補強
【総合評価支援】 　・浄水場移設（浅井戸） 　・浄水場内電気棟新設（浸水対策）
　・管路布設（シールド） 　・浄水場内電気棟新設（浸水対策）

【設計支援】 【積算】
【積算】 　・浄水施設浸水対策 【積算】 　・管路布設（開削、シールド）
　・管路布設（開削、シールド、推進）　・浄水場ろ過施設新設 　・管路布設（開削、シールド） 　・浄水場統廃合整備

　・配水池耐震化
【工事監理】 【積算】 【工事監理】 　・薬品注入設備更新
　・浄水場送水ポンプ井改修 　・浄水場管理棟設備更新 　・管路布設（開削、シールド）

【工事監理】
【工事監理】 　・管路布設（開削、シールド）
　・管路布設（開削、シールド） 　・薬品注入設備更新
　・監視制御装置更新 　・配水管移設
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これまでに、設計・積算や施工内容に関することの外に、設備機器の

維持管理や災害対策の考え方、末端水道事業ならではのお客様対応事例

など、多岐にわたる相談があった。支援する側が複数の団体で対応する

ことで、幅広い相談内容にも回答することができ、全県的技術支援の取

り組みとして成果をあげている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 日本水道協会兵庫県支部による技術連携 

水需要の減少やベテラン職員の大量退職等に起因する技術継承に対応

するため、日本水道協会兵庫県支部による「兵庫県内における水道事業

の技術連携」を行っている。①情報ネットワーク部会、②施設ネットワ

ーク部会、③育成ネットワーク部会、④危機管理ネットワーク部会、の

４つの部会での議論や研修会を行うほか、各部会の活動状況の共有や今

後の広域連携の進め方の議論、情報共有の場として全体会を開催してい

る。 

また、阪神地域の７市１町や一部隣接市が合同で行っていた指定給水

装置工事事業者講習会が、令和２年度より日本水道協会兵庫県支部の主

催となり、全県的な取組みに拡大している。 

 

④ 今後の課題 

このように、全県的技術支援の取組みは、確実に進捗している。 

図 12 ワンストップ窓口の仕組み 

 

支援を求める「県内水道事業者」 
 
回答↑   ↓相談・支援要請 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

連携 ↕ 

【サポートグループ】 

兵庫県,阪神水道企業団、(公財)兵庫県

まちづくり技術センター、神戸市水道

局、(一財) 神戸市水道サービス公社 

等 

 

兵庫県内水道事業「ワンストップ相談窓口」 

 

兵庫県生活衛生課    神戸市水道局 

 

 

 

 

個
別
支
援
 

神戸市水道サービス公社 

受付窓口 
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一方、改正水道法では適切な資産管理を進めることが位置付けられ、

さらに令和３年 10 月に起きた和歌山市での水管橋崩落事故に伴う大規模

な断水事例で点検を含む水道施設の維持・修繕を適切に実施していくこ

との重要性が再認識された。 

今後、ワンストップ窓口相談や設計・積算・施工監理の支援強化に加

え、施設の点検・修繕・更新を適時適切に実施していくためアセットマ

ネジメント計画の充実及び適切な実施が必要である。 
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2-3-2 DX による業務効率化の検討 

国は、新型コロナ対策の一つとして行政のデジタル化を加速させること

を打ち出している。水道分野においては、2020 年７月に閣議決定された成

長戦略で「デジタルトランスフォーメーション(DX)の促進」として、水道

情報活用システムについて水道事業体に対して導入促進を図っていくこと

が決定されている。本県においても次の①～④に示す施策をはじめ、様々

な DX 施策の導入により業務の効率化等を図るべく、「市町水道担当課長会

議」地域ブロック会議等で情報提供等を行っている。また、従来より積算

の効率化を目的として、企業庁中心で 30 の事業体と合同で県の協力のもと

水道事業にかかる積算システムを運営・使用している。 

 

①水道標準プラットフォームの導入 

現状では県内水道事業者毎に構成や仕様の異なる複数のシステムが併

存しており、施設・管路台帳が一部整備されていない施設も存在する。

水道標準プラットフォームの導入により、同じ仕様に基づくシステムの

横断的な活用、台帳のデジタル化を進める。 

【導入効果】 

・システム構築経費の削減 

・施設・管路情報の整備、デジタル化 

  

図 13 水道情報活用システムのイメージ 

出典 厚生労働省 HP「水道情報活用システム導入支援事業の概要」 
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②ＡＩによる管路劣化診断 

管路の更新について、現状では経年に基づく更新や漏水発生時の対応

（事後保全）が主であり、ライフサイクルコストが増大している。 

ＡＩによる管路劣化診断の導入により、破損確率予測に基づく管路更

新によりライフサイクルコストを低減し、漏水発生前に対応する予防保

全を進める。県内では R2 年度に朝来市が実施したのを皮切りに、取り組

みが広がっている。 

【導入効果】 

・診断に基づき健全な管の長寿命化を図ることで最適投資の実現が可

能となる。 

 

 

  

図 14 劣化診断成果のイメージ 

出典 FRACTA 社 HP 
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③衛星写真漏水調査 

衛星の画像解析を通して、月や火星等他の惑星で水の有無を探索する

技術により、漏水検知に応用する技術。 

国内では豊田市が導入している。県内では未導入であるが、いくつか

の団体が興味を示している。 

【導入効果】 

・机上での音調調査対象箇所を絞り込み、漏水箇所の発見を効率的 

に行う。 

 

 

200ｍ 

図 15 漏水予測成果のイメージ  出典 J21 提供資料 
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④検針の自動化（スマートメーター） 

水道スマートメーターの導入は、効果として、遠隔検針による省力化

による事業運営の効率化。また、使用量の見える化等の利用者の利便性

向上。さらに、データ利活用により水運用の高度化等によりエネルギー

効率化や環境負荷低減等実現といったものがあげられる。今後導入進展

によりコストが安くなれば利用拡大が期待される。 

姫路市家島町西島において利用しているほか、神戸市の工業用水道で

も導入している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 16 スマートメーターの活用イメージ 

出典 大阪市水道局 HP 
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2-4 各ブロックの計画 

2-4-1 阪神南・淡路ブロック（5 市 2 団体） 

2-4-1-1 ブロックの概要 

（地域の概要） 
・当該地域は、六甲山地と大阪湾に挟まれた細長

い形で市街地が形成されている。 
・淡路以外の市町は阪神水道企業団より受水して

おり（明石市は令和７年度からの予定）淀川へ

の依存が大きい地域である。 
・芦屋市以外の市が県営水道からの用水供給（以

下「県水」と呼ぶ。）を受けている。 
・淡路島については、本土から県水を受水しており阪神地域との地理的結び

つきがある。 
 

（各市町・団体の概要） 
① 神戸市 
・水源となる大きな河川や湖沼等の自己水源に乏しいため、一日に必要な水

の約４分の３を阪神水道企業から受水しているほか、県企業庁からも受水

している。 
 

② 尼崎市 
・配水量の約８割を阪神水道企業団からの受水で賄っている。また、県水も

受水している。 
 

③ 明石市 
・海岸線に沿った細長い帯状の市域で、全体としては、海岸から内陸に向け

緩やかな丘陵を背にした平坦な地勢である。市中心部に明石川が流れてお

り、主要な水源となっている。 
 

④ 西宮市 
・地形上南北に長く、北部地域の山地部と南部地域の平野部に分かれ、その

中間を六甲山系が横断している。北部地域と南部地域は水道管がつながっ

ておらず、地域単位で水道水を供給している。 
・阪神水道企業団および県企業庁から受水をしており、阪神水道企業団から

は南部地域で、県企業庁からは北部地域で受水している。 
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⑤ 芦屋市 
・水源となる大きな河川や湖沼が無いため、配水量の９割近くを阪神水道企

業団からの受水で賄っている。市北部の奥池地区は独立した給水区域とな

っており、地区内の奥池浄水場から給水を行っている。 
 

⑥ 阪神水道企業団 
・昭和初期頃までは、各市自己水源で対応していたが、大きな川や湖に恵ま

れず、急速な都市化の進展に伴う水需要を賄うことが困難であったため、

水源を琵琶湖・淀川に求め、昭和 11 年に阪神水道企業団を設立した。現

在、尼崎市、芦屋市、西宮市、神戸市及び宝塚市（阪神北ブロック）が阪

神水道企業団から受水している。また、令和７年度より明石市が新たに受

水する予定である。 
 

⑦ 淡路広域水道企業団 
・平成 22 年４月に、用水供給を行う企業団（淡路広域水道企業団）と末端

給水を行う３市（洲本市、南あわじ市、淡路市）が事業統合して誕生した。

他の地域に先駆け事業統合がなされ島内で広域連携が進んでいるととも

に、県水からも受水による垂直連携も行っている。 
 

2-4-1-2 ソフト対策 

・従前より、阪神水道企業団とその受水団体の間で、「阪神地域の水供給の

最適化研究会」を開催し、課題を共有し、経営効率化のための水源（浄水

場）の再配置・集約化や水供給システムの再構築について議論が行われて

いる。ひきつづき、検討会での議論等を通じて広域化等を進めていく。 
・緊急時の水質検査に関する協定を、県企業庁と阪神水道企業団、及び県企

業庁と神戸市の間で締結している。 
・阪神水道企業団が芦屋市、西宮市、宝塚市、尼崎市の水質検査を一部受託

している。 
・神戸市が、芦屋市、西宮市、宝塚市、明石市と兵庫県企業庁の水質検査を

一部受託している。 
 

2-4-1-3 ハード対策 

・明石市の明石川河川水の水質悪化による取水廃止に合わせて、阪神水道企

業団からの新規受水、および県水の増量による水源転換を行う予定である。 
・県企業庁と阪神水道企業団の間で、既設管路を利用した緊急時水融通の運
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用を協議中。 
 
2-4-1-4 実施計画表 

○ソフト対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ハード対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

水道事業者 R3 R4 R5 R6 R7 R8

阪神水道企業団

明石市

兵庫県企業庁
県水受水に向けた調整・施設整備

受水阪水受水に向けた調整・施設整備

受水

水道事業者 R3 R4 R5 R6 R7 R8

阪神水道企業団

兵庫県企業庁

神戸市

緊急時の水質検査協定（締結済）

緊急時の水質検査協定（締結済）

水道事業者 R3 R4 R5 R6 R7 R8

阪神水道企業団

尼崎市

西宮市

芦屋市

神戸市

明石市

淡路広域水道企業団

・研修の相互参加及びグループ会議による情報共有

・最適化研究会の取り組み実施
・阪水への水質検査委託（宝塚市含む）
・神戸市への水質検査委託
（宝塚市、県企業庁含む）

県水との緊急時水融通検討
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2-4-2 阪神北ブロック（4 市 1 町） 

2-4-2-1 ブロックの概要 

（地域の概要） 
・従前より阪神北地域水道協議会を開催し、地

域内で水道事業にかかる課題検討等をおこな

い、広域連携を進めている。 
・全市町が県水を受水し、宝塚市は阪神水道企

業団からも受水している。 
 

（各市町の概要） 
① 伊丹市 
・市の東端に大阪国際空港（伊丹空港）が立地する 20 万人都市で、大阪・

神戸のベッドタウンの一つである。おおむね平坦で北から南に穏やかに傾

斜し、東部に猪名川、西部に武庫川が流れている。県営水道から受水する

北部の一部の地区を除いて、全て千僧浄水場から配水するなど、効率的な

給水が行われている。 
 

② 宝塚市 
・南北に細長く、西に六甲山系を有し、長尾山系をはさんで住宅地が広がる

南部市街地と豊かな自然に囲まれた北部田園地域から成っており、武庫川

が中央部を南北に流れている。自己水源と県営水道からの受水によって給

水を行ってきたが、自己水源の一部を廃止し、平成 29 年 4 月より阪神水

道企業団からの受水開始と県水の増量を行うなど、垂直連携を進めている。 
 

③ 川西市 
・南北に細長く、北部は山岳の起伏に富み、南部はおおむね平坦であり、猪

名川が市中心部を通って南部に流下している。水源は、県営水道からの受

水が多くの割合を占めている。 
 

④ 三田市 
・ニュータウンと農村の二つの顔を併せ持つ田園都市であり、六甲山系の北

側に位置し、北東部は山岳地帯、南西部は盆地平野が広がっている。武庫

川が北西から南東に市域を貫流しており、波豆川、羽束川、黒川、青野川

など多くの支流がある。水源は、県営水道からの受水が多くの割合を占め

ている。 
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⑤ 猪名川町 
・北部は山岳地帯、南部は川西市から続く県内有数の盆地のひとつである多

田盆地の一部を形成する平坦地が広がっており、猪名川が南北に流れてい

る。水源は、県営水道からの受水が多くの割合を占めている。 
 

2-4-2-2 ソフト対策 

・検討の結果、共同購入、共同運営等の施策は実施しないこととなった。 
・補修資材の保有状況を共有することにより有事の相互提供を可能とする。 
・継続的な地域協議会の開催を通じ、各事業体の状況、課題共有、解決の検

討を行い、今後の連携の機会を追求する。 
 

2-4-2-3 ハード対策 

○川西市と猪名川町の配水池共同利用 
（背景） 
・川西市一庫配水池と猪名川町伏見台配水池はともに県水を受水している

が、隣接しており配水区域も近接している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

川西市配水池 
猪名川町配水池 

出典：地理院地図 
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（経過） 
・令和３年度より、川西市と猪名川町、県企業庁の３者で協議を行っている。 
・今後、継続的に協議を行う。 

 
2-4-2-4 実施計画表 

○ソフト対策 

 
 
 
 
 
 
 
○ハード対策 

  
 
 
 
 
 
  

猪名川町配水池 川西市配水池 

 

連携項目 水道事業者 R3 R4 R5 R6 R7 R8

伊丹市

川西市

三田市

宝塚市

猪名川町

阪神北地域水道協議会に
よる検討

補修資材リストの共有

協議会の定期的な実施

連携項目 水道事業者 R3 R4 R5 R6 R7 R8

川西市

猪名川町

施設の共同利用
（配水池の共同利用）

関連施設を含む総合的な配水検討の後
施設共同化を具体化。
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2-4-3 東播磨ブロック（2 市 2 町） 

2-4-3-1 ブロックの概要 

（地域の概要） 
・２市２町全てが県水を受水している。 
・平野部に位置し起伏が小さいため、送水コスト

が小さい傾向にある。 
 

（各市町の概要） 
① 加古川市 
・海岸部に播磨臨海工業地帯の一翼を担う大規模

鉄鋼工場が立地する東播磨地域の中核都市である。北部は丘陵地帯となっ

ており、県下最大の河川である加古川が貫流していることから、豊かな水

源を確保している。加古川から取水している中西条浄水場は、県企業庁と

共同運営を行っている。 
 

② 高砂市 
・海岸部に工場が林立する工業都市である。地勢は播磨平野のほぼ中央部に

位置しおおむね平坦だが、北西部と中央部には小高い丘陵がある。東部を

加古川が南流することから、豊かな水源を確保している。一部県水を受水

しているが大部分が自己水である。 
 

③ 稲美町 
・印南野台地に位置し、東西にかけて緩やかな傾斜地となっており、北部に

草谷川、中央部に曇川、国安川、南部に喜瀬川が流れている。主な水源が

良質な地下水であるため浄水施設が必要ないなど、効率的な給水が行われ

ている。一部県水を受水しているが大部分が自己水である。 
 

④ 播磨町 
・県内で最も面積が小さい自治体であり、人工島が町全体の３割を占めてい

る。平坦な地勢で町中央部に喜瀬川が流れており、住宅地と臨海工業地帯

が共存している。一部県水を受水しているが大部分が自己水である。 
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2-4-3-2 ソフト対策 

・メーター共同購入、薬剤共同購入、水質検査について、地域の状況等を把

握し、継続的に協議を行う。 
・継続的な地域協議会の開催を通じ各事業体の状況、課題共有、解決の検討

を行い、今後の連携の機会を追求する。 
・補修資材の保有状況を共有することにより有事の相互提供を可能とする。 
 

 
2-4-3-3 ハード対策 

○姫路市と高砂市の連絡管接続 
（背景） 
・高砂市北浜町地区は市の西側に位置し、地形的には姫路市の大塩地区と隣

接しているため、相互に災害時の送水を検討するものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（経過） 
・送水方法、実施時期について両市で協議中  

大塩地区 
北浜町地区 

出典：地理院地図 
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○三木市から稲美町への送水 
（背景） 
・稲美町相野地区は標高が町内の他地区と比べて高く、ポンプで加圧送水し

ている。開発に伴う水量増の可能性もある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（経過） 
・稲美町の開発計画に合わせて検討を進める予定である。 

 
 

  

三木市から送水 

相野地区 

出典：地理院地図 
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2-4-3-4 実施計画表 

○ソフト対策 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
○ハード対策 

 
 
 
 
 
 
 
  

水道事業者 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

加古川市

播磨町

高砂市

稲美町

補修資材リストの共有

広域連携ブロック会議の開催

メーター共同

購入、薬剤共
同購入、水質
検査共同委託

の検討

水道事業者 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

高砂市

稲美町

連絡管接続協議（姫路市）

連絡管接続協議（三木市）
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2-4-4 北播磨ブロック（5 市 1 町） 

2-4-4-1 ブロックの概要 

（地域の概要） 
・北播磨定住自立圏の枠組みにおいて、従前より

水道の広域化に取り組んでいる。 
・多可町を除く５市が県水を受水している。 

 
（各市町の概要） 
① 西脇市 
・加古川、杉原川、野間川沿いに開けた平野部に

集落や農地が形成され、独自水源と県営水道からの受水によって給水を行

っている。平成 17 年に西脇市と黒田庄町が合併して誕生した。 
 
② 三木市 
・南西から北東に細長い地形で、加古川の支流である美嚢川が市中心部を流

れている。独自水源と県営水道からの受水によって給水を行っている。平

成 17 年度に美嚢郡吉川町を編入している。 
 

③ 小野市 
・大部分を河岸段丘と台地が占めており、西南部には低い山地がある。市中

央部を加古川が南流しており、独自水源と県営水道からの受水によって給

水を行っている。 
 

④ 加西市 
・市の中心部を流れる万願寺川の東側には青野ヶ原台地が、西側には鶉野台

地が広がるなど、平坦地を形成している。また、独自水源を持たず、県営

水道などからの受水によって全ての給水を行っている。 
 
⑤ 加東市 
・加古川などの河川に沿って河岸段丘と沖積平野が形成されており、南部に

は嬉野台地、加古川右岸には青野ヶ原台地が広がっている。自己水源では

ダムへの依存が多くの割合を占めており、県水からの受水と併せて水源を

確保している。平成 18 年に加東郡の社町、滝野町、東条町が合併して誕

生した。 
 
⑥ 多可町 



29 
 

・千ヶ峰を最高峰とする中国山地の東南端の山々に囲まれ、三国岳を源とす

る杉原川が加美区・中区を貫流し、笠形山を源とする野間川が八千代区を

貫流するなど、豊かな水資源を有している。平成 17 年に中町、加美町、

八千代町の３町が合併して誕生した。 
 

2-4-4-2 ソフト対策 

・令和元年度より、加西市と多可町でメーター共同購入を実施しており、令

和２年度には、加東市、西脇市が加わった。今後、上記の取り組みとは別

の枠組みで、三木市と小野市で共同購入を目指す。 
・三木市、加東市、西脇市の３市で、浄水場管理委託業者間の人員交流等に

ついて今後協議を進める。 
・継続的な地域協議会の開催を通じ各事業体の状況、課題共有、解決の検討

を行い、今後の連携の機会を追求する。 
・水道事業担当者会議（経理事務）の継続的な開催を通じて事務担当者の事

務手法、課題、課題解決手法等を共有する。 
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2-4-4-3 ハード対策 

○多可町から西脇市への給水 
（背景） 
・渇水時の水融通を行うため、多可町から西脇市への緊急時連絡管接続を検

討するものである。 
（経過） 
・両市で継続して協議を行っている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○三木市から稲美町への給水 
・東播磨ブロックの記述参照。 
 
○加東市と丹波篠山市の応急給水連絡管接続 
・緊急時等における応援給水を目的として、加東市平木地区と丹波篠山市今

田町木津地区を接続する連絡管であり、令和２年度に接続済み。 
  

多可町から送水 

出典：地理院地図 
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2-4-4-4 実施計画表 

○ソフト対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ハード対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

水道事業者 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

西脇市

多可町

三木市

稲美町
※東播磨
　ブロック

管路接続に関する協議

管路接続に関する協議

水道事業者 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

加西市

加東市

西脇市

多可町

小野市

三木市

メーター共同購入

広域連携ブロック会議の開催
水道事業担当者会議の開催
補修資材リストの共有
薬剤共同購入の検討

＜検討＞
共同委託
（施設管理）

メーター共同購入の検討
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2-4-5 中播磨ブロック（1 市 3 町） 

2-4-5-1 ブロックの概要 

（地域の概要） 
・人口規模で姫路市が他の３町と比べて圧倒的に

大きい。今後、北部の２町については、県全体

に比較し大きな人口減少が予想されている。 
・市川沿いの市町であるため、市町間の交通の便

は良い。 
・姫路市と福崎町が県水を受水している。 

 
（各市町の概要） 
① 姫路市 
・県内第二位の人口規模を有する中核市であり、播磨圏域連携中枢都市圏に

おいて中枢都市の役割を担っている。中東部を市川が、中西部を夢前川が、

西端を揖保川が南流し、独自水源と県水等からの受水により給水を行って

いる。平成 18 年に、香寺町、夢前町、安富町、家島町を編入したため、

計画的な施設の統廃合に取り組んでいる。また、家島地区については赤穂

市からの分水を受けている。 
 

② 市川町 
・町域の７割を山林が占めており、中央部を市川が南流している。豊かな水

資源を有しており、独自水源によって給水を行っている。また、加西市に

給水を行っているが加西市の市川町から県水への切り替えにより大幅に

給水量が減少する。 
 

③ 福崎町 
・周囲を低山と丘陵に囲まれた小盆地に位置し、中国自動車道、播但連絡道

路などの交通網を生かし、工業団地の分譲が進んでいる。中央部を市川が

南流し、独自水源と県営水道からの受水によって給水を行っている。 
 

④ 神河町 
・町域の８割を山林が占め、1,000ｍ級の山々に囲まれている。平野部では

市川、越知川、猪篠川が南流し、豊かな水源を有している。なお、旧簡易

水道区域での給水が有収水量の約 50％を占めるなど点在する集落を多く

抱えている。平成 17 年に神崎町と大河内町が合併して誕生した。 
  



33 
 

2-4-5-2 ソフト対策 

・R4 年度より、市川町と神河町で共同購入を実施する。 
・福崎町については、市川町と神河町の取り組みの効果を見て参加の可否を

検討する。 
・料金共同委託、運転管理共同委託は検討の結果、難しいとの結論に至った。 
・緊急時の水質検査協定を、県企業庁と姫路市の間で締結している。 
・継続的な地域協議会の開催を通じ各事業体の状況、課題共有、解決方法の

検討を行い、今後の連携の機会を追求する。 
・補修資材の保有状況を共有することにより有事の相互提供を可能とする。 
・水道事業担当者会議（経理事務）の継続的な開催を通じて事務担当者の事

務手法、課題、課題解決手法等を共有する。 
 

2-4-5-3 ハード対策 

○姫路市から高砂市への送水 
⇒東播磨ブロックの記述参照 

 
○姫路市の県水転換 

 ・将来の人口減少等にともなう水需要の低下に対応するため、置本、香寺浄水

場については、施設更新時に県水への切り替えによる垂直連携を検討する。 
 
 
 
 
  

 
 
 
  

置本浄水場 
香寺浄水場 

出典：地理院地図 
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2-4-5-4 実施計画表 

○ソフト対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ハード対策 

 
 
 
 
 
  

水道事業者 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

神河町

市川町

福崎町

姫路市

補修資機材リストの共有

広域連携
ブロック会議の開催

水道事業
担当者会議の開催

メーター共同購入 ※福崎町は参加を検討中 以下同じ
薬剤共同購入
補修資材共同購入
水質検査共同委託

水道事業者 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

兵庫県
企業庁

姫路市

高砂市
※東播磨
　ブロック

管路接続に関する検討

県水受水に関する検討
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2-4-6 西播磨ブロック（3 市 3 町２団体） 

2-4-6-1 ブロックの概要 

（地域の概要） 
・県水の受水エリアとなっているのは太子町のみ

である。 
・規模が比較的小さい自治体が多く、今後、県全

体に比較し大きな人口減少が予想されている。 
 

（各市町の概要） 
① 赤穂市 
・北部に山々が連なり、南部には瀬戸内海国立公園の海岸線が広がるととも

に、多くの工場が進出している。市中心部を清流・千種川が流れており、

極めて良質で豊富な独自水源を確保していることから、日本一水道料金が

安い団体として知られている。 
・また、姫路市（家島町）及び西播磨水道企業団（相生市坪根地区）に分水

している。 
 

② 宍粟市 
・県内２番目の広大な面積を有し、氷ノ山、三室山、後山など 1,000ｍ級の

山々に囲まれ、市域の大部分を山林が占めている。揖保川の源流（引原川、

三方川）を有するなど、豊富な独自水源を確保している。平成 17 年に宍

粟郡の山崎町・一宮町・波賀町・千種町の４町が合併して誕生した。 
 

③ たつの市 
・北部に山地が広がり、南部はおおむね平坦な地勢である。中央部を揖保川

が南北に貫流しており、豊富な独自水源を確保している。平成 17 年に龍

野市、新宮町、揖保川町、御津町の１市３町が合併して誕生した。 
・旧揖保川町、旧御津町については西播磨水道企業団からの給水を受けてい

るため、たつの市が給水するのは旧龍野市、旧新宮町に限られる。 
 

④ 太子町 
・大部分を平地が占め、北部及び東部の外周部には大山を中心に山地が広が

っている。揖保川の下流域に位置し、独自水源と県営水道からの受水によ

って給水を行っている。 
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⑤ 上郡町 
・西北部、東部に 300～400ｍの山地が連なり、町の大部分を山地、丘陵地

が占めている。町中央部を千種川が流れており、豊富な独自水源を確保し

ている。 
 

⑥ 佐用町 
・北部に山々が連なり、町域の約８割を山林が占めている。中央部は河川流

域に沿ってなだらかな丘陵地があり、南北に流れる千種川水系の佐用川沿

いに盆地が形成されている。なお、県内で唯一簡易水道が残っている。平

成 17 年に、佐用郡の佐用町、上月町、南光町、三日月町の 4 町が合併し

て誕生した。 
 

⑦ 西播磨水道企業団 
・相生市の全域とたつの市揖保川町・御津町への給水を行う企業団である。

西部及び中央部は湾岸部まで山地が迫り、東部は南流する揖保川から南西

に広がる平坦な地形となっている。また、相生湾をとりまく形で大規模な

工業施設と住宅地が形成されている。 
・相生市坪根地区への給水のみ、赤穂市からの分水を受けている。 

 
⑧ 播磨高原広域事務組合 
・たつの市・上郡町・佐用町の市町境にまたがる丘陵地帯に開発された「播

磨科学公園都市」で給水を行う一部事務組合である。上郡町とたつの市（新

宮地区）に水源を有するが、現状では、開発の進捗に合わせて上郡町内の

水源から給水を行っている。 
 
2-4-6-2 ソフト対策 

・メーターの共同購入等の施策について、協議を継続する。 
・継続的な地域協議会の開催を通じ、各事業体の状況、課題共有、解決の検

討を行い、今後の連携の機会を追求する。 
・補修資材の保有状況を共有することにより有事の相互提供を可能とする。 
・料金共同委託、運転管理共同委託については検討したが、経済的なメリッ

トが見いだせず、難しいとの結論に至った。 
・「宍粟市・佐用町水道施設維持管理に係る相互協力に関する協定」に基づ

き、宍粟市の上寺浄水場に佐用町の遠方監視システム端末を設置している。 
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2-4-6-3 実施計画表 

○ソフト対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

水道事業者 R3 R4 R5 R6 R7 R8

赤穂市

たつの市

太子町

上郡町

西播磨水道企業団

宍粟市

佐用町

播磨高原
広域事務組合

・ブロック会議の継続実施
・補修資材リストの共有
・メーター共同購入の検討：継続協議
・薬品共同購入の検討：継続協議
・補修資材共同購入の検討：継続協議
・水質検査共同委託の検討：継続協議

宍粟市・佐用町水道施設維持管理に係る
相互協力に関する協定（継続）
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2-4-7 但馬ブロック（3 市 2 町） 

2-4-7-1 ブロックの概要 

（地域の概要） 
・ブロックの面積が最も大きい 
・山がちな地形であり、水道施設の数が多い。 
・規模が比較的小さい自治体が多く、今後、県全

体に比較し大きな人口減少が予想されている。 
 

（各市町の概要） 
① 豊岡市 
・県内最大の広大な面積を有し、市域の約８割を山林が占めている。市中央

部には但馬最大の豊岡盆地が広がり、その中央部を緩やかに北流する円山

川が貴重な水源となっている。平成 17 年に豊岡市、城崎町、竹野町、日

高町、出石町、但東町の１市５町が合併して誕生した。 
 

② 養父市 
・県内最高峰の氷ノ山やハチ高原、妙見山など山岳高原地帯があり、市域の

約８割を山林が占めている。市内を円山川が南東から北東に流れており、

その支流である八木川、大屋川も含め豊かな独自水源を確保している。平

成 16 年に八鹿町、養父町、大屋町、関宮町の４町が合併して誕生した。 
 

③ 朝来市 
・市域の約８割を山林が占め、日本海へ流れる円山川と瀬戸内海に流れる市

川の源流、兵庫県の南北の分水嶺を有している。市川の上流域と円山川の

上中流域を軸として、その支流など多くの河川流域に細長く分布する平地

を形成している。平成 17 年に生野町、和田山町、山東町、朝来町の４町

が合併して誕生した。 
 

④ 香美町 
・南東部は鉢伏山など 1,000ｍ級の山々が続き、町域の８割以上を山林と原

野が占めるとともに、町中央部を矢田川が北流している。なお、県内でも

特に多数の小規模集落を抱える地域となっている。平成 17 年に香住町、

村岡町、美方町の３町が合併して誕生した。 
 

⑤ 新温泉町 
・町域の約８割を山林が占め、内陸部は 1,000ｍ級の山々に囲まれており、
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岸田川水系に沿って耕地や居住地を形成している。平成 17 年に浜坂町と

温泉町の２町が合併して誕生した。 
 

2-4-7-2 ソフト対策 

・メーター共同購入については引き続き実施する。 
・薬剤共同購入については、実施方法について再検討した結果、取りやめる

こととなった。 
・補修資材の保有状況を共有することにより有事の相互提供を可能とする。 
・継続的な地域協議会の開催を通じ各事業体の状況、課題共有、解決の検討

を行い、今後の連携の機会を追求する。 
・水道事業担当者会議（経理事務）の継続的な開催を通じて事務担当者の事

務手法、課題、課題解決手法等を共有する。 
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2-4-7-3 ハード対策 

○養父市と朝来市間の管接続 

（背景） 

・養父市堀畑地区の浄水場を廃止するため、朝来市林田地区から給水を行う

ものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（経過） 
・現在まで何度か協議を行っているものの、中長期的な課題であるため、継

続的に協議を行っていく。  

堀畑浄水場 

朝来市から送水 

出典：地理院地図 
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2-4-7-4 実施計画表 

○ソフト対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ハード対策 

 

 

 

 

 

  

水道事業者

養父市

朝来市

R8R3 R4 R5 R6 R7

朝来市から養父市堀畑地区への行政区域外給水協議

水道事業者

豊岡市

香美町

養父市

朝来市

新温泉町

R8R3 R4 R5 R6 R7

・メーター共同購入：以後継続
・経理事務担当者研修会の実施：以後継続
・広域連携ブロック会議の実施：以後継続
・補修資材リストの共有：以後継続

・
補
修
資
材
共
同
購
入

・
料
金
徴
収
共
同
委
託

⇒

実
施
せ
ず

・
運
転
管
理
共
同
委
託

薬剤共同購入
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2-4-8 丹波ブロック（2 市） 

2-4-8-1 ブロックの概要 

（地域の概要） 
・山がちな地形であり、水道施設の数が多い。 
・独自の水源に乏しい。丹波篠山市は県水を受水。 
・今後、県全体に比較し大きな人口減少が予想さ

れている。 
 

（各市町の概要） 
① 丹波篠山市 
・多紀連山などの 400～800ｍ級の山並みに囲まれており、中央の篠山盆地

には市街地や集落が集中し、盆地の中央部を篠山川が西流するとともに、

武庫川や由良川の源流がある。水源は、県営水道からの受水が多くを占め

ている。平成 11 年に篠山町、西紀町、丹南町、今田町の４町が合併して

「篠山市」が誕生した。（令和元年に丹波篠山市に改称） 
 
② 丹波市 
・急斜面をもった山々によって形作られた中山間地域であり、加古川水系の

最上流、由良川水系の最上流に位置する。全て独自水源で給水を行ってい

るが、渇水期等に水源の枯渇が危惧される地域を抱えるなど、市内の水需

要に不均衡が生じている。平成 16 年に柏原町、氷上町、青垣町、春日町、

山南町、市島町の６町が合併して誕生した。 
 
2-4-8-2 ソフト対策 

・令和４年度にメーター共同購入の実施可否を検討予定 
・料金共同委託、運転管理共同委託、水質検査については継続協議とする。 
・継続的な地域協議会の開催を通じ各事業体の状況、課題共有、解決の検討

を行い、今後の連携の機会を追求する。 
・薬剤共同購入、補修資材共同購入については検討したが、難しいとの結論

に至った。 
・水道事業担当者会議（経理事務）の継続的な開催を通じて事務担当者の事

務手法、課題、課題解決手法等を共有する。 
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2-4-8-3 ハード対策 

○丹波市の県水受水 
（背景） 
・丹波市の母坪

ほ つ ぼ

浄水場が近々更新時期を迎える。 
・元々、水質の問題から更新間隔が短くなる課題を抱えている。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（経過） 
・今後、既存施設の更新や新規水源の開発、県水受水等多様な対応策を総合

的に検討する。 
  

母坪浄水場 

出典：地理院地図 
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○福知山市から丹波市への区域外給水 
（背景） 
・丹波市市島町戸平地区の浄水場が更新時期を迎えるが、必要水量が小さい

ため別の方法を検討したい。 
・地形的に福知山市からの送水がしやすい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（経過） 
・中長期的課題のため、継続的に協議を行う。 

 
○加東市と丹波篠山市の緊急連絡管接続 
・北播磨ブロックの記述参照。 

 
  

市島町戸平地区 
福知山市 
から送水 

出典：地理院地図 
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2-4-8-4 実施計画表 

○ソフト対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ハード対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

水道事業者

丹波市

丹波篠山市

R8R3 R4 R5 R6 R7

・経理事務担当者研修会の実施：以後継続
※但馬ブロックへの参加

・広域連携ブロック会議の実施：以後継続
・料金徴収、運転管理、水質検査の共同化：継続検討
・補修資材リストの共有

メーター共同購入の検討（R4）・実施

水道事業者

丹波市

兵庫県
企業庁

R3 R4 R5 R6 R7 R8

県水受水の検討

水道事業者

丹波市

福知山市
（京都府）

R8R3 R4 R5 R6 R7

福知山市から丹波市戸平地区への送水検討



46 
 

３ 今後の取り組み 

3-1 今後の取組みにおける課題 

令和 3 年度までの議論において、メーターの共同購入や連絡管の建設等具

体化可能なメニューが明確になった。スケールメリットを生み出す取組みを

進めていく中で、薬品等の共同購入については運搬等の問題から共同化が経

済的に優位ではない場合が多く、実施が容易ではないことも明らかになって

きた。 
また、施設の共同委託については、条件によっては、今後の可能性はある

ものの今すぐ実施すべきといった熟度ではない。一方、水道事業体の職員減

少に伴う専門職員の確保が必要であるが、事業体単独での確保が難しくなっ

てきている。 
このような状況から、今後は、広域連携に経済性のメリットを求めること

のほかにいくつかのブロックがすでに実施しているように近隣の事業体のハ

ード・ソフト等事業にかかる情報及び課題等を継続的に共有し、将来の広域

連携につなげることも目的として、施策を進める。 
 

3-2 取組み内容 

令和４年度以降については、以下のことを実施する。 
１）ブロック協議会（年 1 回～２回） 

①実施中の広域連携にかかる施策の状況把握、検討中の施策の議論、必

要に応じ新規施策の議論等、必要に応じ計画を更新するといったＰＤＣ

Ａサイクルを回していくとともに②各事業体のハード・ソフトの事業状

況、課題等を継続的に共有し、将来の広域連携等基盤強化に資する。 

２）事業体の協力関係を醸成するため経理事務担当者の研修等を継続する。 

 


